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平均寿命は過大か?

合計率定理の死亡への適用

Is life expectancy overestimated?

Total vi仇l rate theorem applied to modality

はじめに

コーホート出生率のテンポ変化が期間合計出生率を増減させるというテンポ

効果(Ryd引,1964)はよく知られているが、同様なテンポ効果が死亡率には

どのように現れるか。この問題にっいて、 Bon8aa,ts and Fee"ey (2002,2003)

は、「従来の期間生命表で計算される平均寿命は望ましくないテンポ効果の影

響を受けている。平均死亡年齢が上昇しているときにはその影響は正、低下時

は負で、その影響は1980-1995年の米、仏、スウェーデンでは1.6-2.4年に及

ぶ」とした。これは、 GU辺ot(2003)が、コーホート生命表に基づく平均死亡

年齢(CAL、後述)は「現在の死亡率水準のひずみのない、よりょい指標であ

るとはいえない」と批判したように、まったく見当違いの見解である。しかし、

B伽部紅tS 釦d Feemy (2003)はこの批判に答えず、同じ主張をくりかえして

いる。確かに、 Gui110t(2003)はテンポ効果自体については何も答えていない

という不十分さがあるからであろう。

本稿ではまず、動態事象一般にあてはまる合計率定理を死亡率に適用する。

この定理は動態事象のコーホート生命表'に基づくものであり、その実証には、
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理論とデータがもっともよく整備されてきた死亡率を例にして論じるのがもっ

とも便利である。とはいえ、この定理は初婚、出生などあらゆる動態事象に当

てはまるもので、従来使われてきた指標による観察はこの定理によってあらた

めて見直してみる必要がある。合計率(合計動態率)定理とは、コーホートの

動態率のテンポと量(クォンタム)の変化率が期間合計動態率を増減させるこ

とを定式化したものである(付論2)。死亡率の場合、ある時点のコーホート

平均死亡生年齢の変化速度(時間微分)は、その時点の合計死亡率の余数にー

致する。なお、合計動態率は、一般に期間指標とのみ考えられているかもしれ

ないが、理論的には後述のようにコーホート生命表にもとづくものであること

に注意する必要がある。

つぎに、本稿では、期間生命表においてテンポ効果がどのように現れうるか

をシミュレーションによって検討する。

さらに、上記テンポ効果を日本の死亡について実証する。このために利用す

る日本のコーホート生命表はNanjo and Yoshim部(2004)によった。

廣嶋清 モ,ゞ
」1:1、

2.テンポ効果:連続モデル

まず、連続時問のモデルで説明する。以下では、動態事象を死亡を例にして

記述する。動態一般についての定理は付論2で述べる。

t、χ時点に出生したコーホートのi時点におけるχ歳の生存割合を1(χ,t)、死亡

割合(死亡密度)をd(χ,t)、死力をμ(χ,t)と表す。ここで死亡割合d(χ,t)は生

存割合1(χ,t)を年齢にっいて微分し、符号を逆にしたものであり、死力μ(χ,t)

はこれをさらに生存数で割ったものである。したがって、生存割合1(χ,t)は死

力μ(χ,t)によって以下のように表される。

1(χ,t)=exp [-j。μ(α,t一χ十a)da]

このとき、 Bong肌丘S 釦d Foonoy (2003)とほぽ同様に、 t時点に生存する各

コーホートについての3つの生命表関数によって次の3つの平均死亡年齢



me田lageat dea血が計算できる2。なお、積分上限年齢ωは、最高年齢とする

(ただし、任意の年齢でも成り立つ)。

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用

肌(')* jンぼ')ム* j。町[-j。ル,'一汁ω血]ム

j xd(χ,t)ム
U2 ω

j;d住,1)ム

船(')* 1 町[-j "(0,')血]ム

U1ωは、t時点においてχ歳である各コーホートが過去に経験した年齢別

死亡率を年齢別生存割合1(χ,t)の中に一様に反映させたものであるといえ、

Gui110t (2003)のCAI,、 cross・sectional average length of lifeに相当する。これ

についてはいうまでもなくt時点の死亡率水準は1住,t)の中に部分的にしか反

映されていない。

U2 ωは死亡割合d(χ,i)=1(χ,1)μ(χ,t)に基づくものであるから、各コー

ホートが過去に経験した死亡率を1(χ,1)の中に反映させつつ、t時点の死亡率

について計算したものであるといえる。これは、その年次の現実の死亡数の代

わりに、各コーホートの出生数を同じにした場合の死亡数d(χ,t)によって計算

した平均死亡年齢であり、その意味で標準化平均死亡年齢(standardized mean

Og0 飢 d肌th)ともいえる(Bong肌ホ 0nd Fee"ey,2003)。それゆえ、それなり

の意味を持った平均死亡年齢ということはできるが、上記のようにその年次の

死亡率についてのものではない3。

U3 ωは通常の期間生命表の平均寿命、 0歳平均余命0。⑦であり、純粋

に、その時点の死亡率μ住,t)に基づく平均死亡年齢である。このように、

U2(t)はU1 ωとU3 ωの中間的な性格を持つものであるといえる。

実際、年次別平均死亡年齢U2 ωは、コーホートの平均寿命の延長にもか

かわらず、後で見るように(シミュレーションA、 Bの場合)、逆に短くもなり

うる。その年次の死亡率の影響は、他の時点の死亡率より強いからである。し
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かし、 U1ωにおいてはそのような動きは生じず、コーホートの平均寿命の

推移を忠実に反映する。 U1ωは過去の死亡率と現時点の死亡率がまったく

同じ重みづけで反映された1(",t)に基づいた平均年齢だからである。 Bongaaホ

and Feenoy (2003)が主張するように、 rU3 ωはコーホート死亡率の変化の

影響を受けてひずんでいて、(ある条件のもとで、)そのひずみを取り除いたも

のがU2 ωである」ということはできない。

ある時点におけるこの3つの平均死亡年齢は、仮にコーホート死亡率がまっ

たく変化なく、一定である場合には、あるコーホートについて計算する平均死

亡年齢と同じであるから、相互にまったく同じとなる。しかし、コーホート死

亡率が変化している状態のもとでは相互に異なる。死亡率が低下しているとき

は、 U3 ⑦>U2 ⑦>U1⑦で、死亡率上昇のときは、その逆である。死

亡率が低下しているとき、最近の死亡率の影響をもっとも受けるU3 ωが大

きくなり、過去の死亡率の影響をもっとも受けるU1ωがもっとも小さいか

らである。したがって、コーホート死亡率の変化(死亡のテンポ変化りの期

間死亡率への効果は、第1にこれらの平均死亡年齢が相互に異なることである

といえる。これをBong肌ds a"d Feonoy (2002、 2003)は、期間生命表の平均

寿命の過大推定と誤認しているのである。 3つの平均死亡年齢のこの関係は、

あとでシミュレーションと実際の計算によって確認する。

つぎに、次の3つの死亡率の合計を定義しよう。これは死亡を経験する人の

割合であり、 1人当たり平均死亡回数である。

廣嶋清 τ^
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ここで、.時点に出生したコーホートのχ歳の化十χ時点における)死力を

μ'(XJ)、死亡密度を4 (χ,りとする。t一χ時点に出生したコーホートのt時

点χ歳の死力μ(χ,t)は、μ(χ,t)=μ'(χ,t一χ)である。 rl("は,時点に出

生したコーホートについて死亡密度4 住,りの0歳から最高年齢ω歳までの

積分、つまりあるコーホートの全死亡経験者の割合であり、したがって、常に

1である(動態一般については式A2 -4参1引。

r2 ωはt一χ時点生まれのコーホートのχ歳の死亡割合d(χ,t)=1(χ,t)μ(χ,t)

をt時点において年齢χにっいて積分したもので、合計死亡率t0仇l m0血lity mte

と呼ぶことができる。いうまでもなく、出生についての合計出生率に対応する。

前述のように、 d(XJ)は出生数によって標準化した死亡数と考えられるから、

合計死亡率は、各コーホートの出生数を1としたときのその時点の死亡数を示

し、人口増減要因である死亡の出生に対する相対的な大きさを示す。

これに対して、 r3 ⑦は通常の期間生命表の死亡割合4の0歳からω歳まで

の積分、つまり仮設コーホートの全死亡経験者の割合で、一般に常にNこなるは

ずである(動態一般についてはA2-6参照)が、死亡テンポ変化のもとでも常

にそれが成立するかどうかはあとでシミュレーションによって確認する。

r2 ⑦をさらに検討するため、三増加の定理(仮称、マッケンドリック方程

式)(付論 1参照)をコーホート(減少)生命表decrement Hfe 仇bleに適用すると、

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用 5

1(χ,t)

⑦

あるいは、-d(χ,b =一μ(χ,i)1住,t)=^ 1(χ,t)+^ 1(",t)

この両辺をχについて積分すると、

1(",1)十
1(χ,1)
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①式、 U1 ω= j;1住J)ムおよび1(0,t)= 1、 1(ω,t)= 0 をこの右辺に代入

すると、

r2 ①= j'd住,t)ム= 1 dt

合計死亡率T2 ⑦はこのように表される。これが、死亡率に適用した場合

の合計率定理である。この定理には、何の仮定も不要で、単に連続性と微分可

能性のみに基づいて、あらゆる時点において常に成立するものである5。

この式で明らかなように、合計死亡率は、t時点におけるコーホートの平均

dU1ω

廣嶋清 τ'ゴ
JD、

死亡年齢の変化がまったくなければ、すなわち
dt

すなわち、コーホートの死亡率の合計r1 ①に一致するが、死亡率低下、平

dU1①

ωdul

均死亡年齢の上昇、

亡年齢低下、
di

テンポ効果ということができる6。

このように、合計死亡率が1にならないということは、出生数によって標準

化した死亡数の合計が出生数に合わないことを意味する。つまり、コーホート

の死亡率が低下しているときには、ある時点の合計死亡率r1 ωは 1以下

(過少死亡)となり、出生しても死亡しない者が存在するということになる。

逆に、コーホート死亡率が上昇しているときには、 1を超える(過剰死亡)。

つまり、 1人当たり死亡回数は 1回以上となる7。これは奇異に感じられるか

もしれないが、t時点の死亡数が出生数を基準として何倍であるかを示してい

るものである。t時点を含む過去の死亡率の人口増加に対する影響を相対的に

示しているともいえる。ある時点の死亡数はその時点の死亡率だけでなく、過

去の死亡率の影響を受ける。なぜなら、あるコーホートが以前にどの程度死亡

によって減少しているかが影響する。死亡は生存している人に生ずるものだか

ωdul

統
>0の条件下では1以下になり、逆に、平均死

< 0のとき、 1以上になる。これが、死亡率における

⑧

= 0 であれば、 1 、



らである。

⑧を変形すると、

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用

1 -j'd(χ,t)ム= dU1 ω

つまり、合計死亡率の余数は、平均死亡年齢の変化速度である。したがって、

合計死亡率が1からどれだけ離れるかは、平均死亡年齢U1ωの変化速度に

よって決まるのである。

3.テンボ効果の離散型シミュレーション

:死亡最高年齢は変化するか?

つぎに、テンポ効果をコーホートと年次のダイナミックな関係を示す離散時

間モデルによる表形式で表現してみよう(廣嶋2000; Ryder,1964; Mωgan,

1996)。これによってコーホート死亡率のテンポ変化が期間生命表にどのよう

な影響を与えるかを検討するが、あらかじめ、前節の定理を実証しておこう。

7

図1

ー・・・・(9)

年齢

コーホート年齢別死亡率仏と年次年齢別死亡率q"のLexiS図

X+1

X

1980.1.1 81.1.1 1980.1.1 81.1.1

網掛はコーホートq"と年次q"が計算される死亡発生の範囲を示す。時期は例示。

コーホートqx

0

表]~3は各年単位で示されているが、月単位で表されていると解釈するこ

ともできるし、本来は無限小時間を単位としているべきものである。図 1のレ

年次qx

」
ー
ー

「
ー
ー
ー
ー
」
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キシス図で示すように、離散時間モデルにおいては当然χ歳動態事象発生の範

囲はコーホートと期間で異なり、たとえばコーホートq"と期間q"とは厳密に

は同じでなく、無限小期間を単位にした連続時間モデルのときのみ同じになる

が、 1歳単位ではこれらを同じものとすることは実際上は許されるであろう。

たとえば、 N如j0 肌d Yoshi加部(2004)のコーホート生命表も同じ仮定にも

とづいて作成されている。

以下のようにコーホートおよび期間の生命表関数を算出する。表中の数値は、

平均年齢以外すべて10倍して表示する。

簡単のため、年齢の数は0から5歳までに限定し、このモデルでは人はすべ

て年齢0,1,2,3,4 の 5歳の間に生涯を終えるとする。

住)コーホート4,:t年次におけるχ歳住一t年生れ)のコーホートの死亡割

合(死亡密度)で、上記連続モデルのd(χ,t)に対応する。これは年齢0,1,2,

3,4 の各歳において、それぞれ 1,3,4,2,0 (×10一りとする。これを1981

年0歳コーホートからテンポ変化させる。死亡の場合であるので、その合計は

当然、常に 1である。

②コーホートι':t年次における"歳(χ一t年生れ)のコーホート生存割合。

上記1(",t)に対応する。コーホートごとに、 1。,,=]0、 1訂=1.→.'ー.-4→,'ー.に

より計算する。

t年次におけるχ歳住一t年生れ)のコーホート死亡率であり、かつt③ (1×,1 ・

年次における"歳の期間(仮設コーホート)死亡率とする。上記、死力μ住,1)

に対応する。なぜなら、 q訂/ 1年をμ住,t)の満"歳住十0.5歳)の値とするこ

とができるからである。コーホートごとにq訂= 4yι,'により計算する。

④ D訂:年次別仮設コーホートの死亡割合。通常の期間生命表の死亡割合

(d、)。仏.,により年次卿Ⅱこ以下のように計算する。 1。=10 ( X ]0ーリ、 D.., ^

ι,' q..b l,.'= 1.ー」',-D"-1,'

これらにより、 t年次における 3 つの平均死亡年齢形 1,形2,柳3 (上記、 U

1 ①, U2 ω, U3 ωに対応する)を以下のように計算する。

廣嶋清 ヨゴ
」0、



抗 1 =1。/2 十Σι.ただし、 16= 0 。
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5

抗2

5

X= 1

住十0.5)4

5

Σ4

形3

X= 1

,

(χ+0.5)D.

5

ΣD.
エ= 1

抗1の年次変化版1'は、抗1が各年次、年齢の期首のものであるので、その

期と次の期の中間時点の値としてその期の変化を求める。つまり、柳 1',

抗 1什.ー"11,として計算する。

X= 1

9

表1はテンポ変化のない一定の状態を示す。表2以下はテンポ変化が生じる

A、 Bの2つの場合を示す。

表1はすべてのコーホートの間で死亡率一定の場合の例で、すべてのコーホー

トの年齢別死亡率が、年齢0,1,2,3,4 の各歳において、それぞれ 1,3,4,2,

0 (×10、りとする。すると、年次別にみても、まったく同様に、年齢0,1,

2,3,4 の各歳において、それぞれ 1,3,4,2,0 (同)となる。したがってこ

の場合、コーホート4 と期間D、(q.にもとづく仮設コーホートに対する死亡

割合)とは一致する。また、この平均死亡年齢(平均寿命)値、抗1,抗2,抗3

は相互に等しく、 t2,t3 のどちらも一定(10×10、りである。

表2、 Aは、最高年齢が変化せず死亡が遅れ、コーホート平均寿命の上昇が

・
Σ
一

D

d
'
Σ
一
 
0
Σ
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表1 各コーホートの死亡行動が変化なく
継続した場合のコーホート死亡率と
年次別死亡率

(D コーホート死亡割合dx

年齢 1986年1980 1981 1982 1983 1984 1985

廣嶋清

t2

m2

(2)=ーホート生存害11合IX

で'ゞ
'1:'、

10

年齢

2.2

10

表2 A

10

2.2

10

1986年1980 1981 1982 1983 1984 1985

2.2

10

2.2

最高年齢が変化せず死亡が遅れた
場合のコーホート死亡率と年次別
死亡率

(D =ーホート死亡割合dx

10

2.2

年齢

m】

10

2.2

印 1'

(3)死亡率qx

10

1986年1980 】981 】982 1983 1984 1985

2.2

2.2

年齢

0.0

2.2

0

0.0

t2

2.2

1980 198

m2

0.0 0.0

10

2.2

11彰§1
3.3 3.3

6.7 6 7

(2)コーホート生存割合IX

10

1986年1 1982 1983 1984 1985

0

2.2

2.2

年齢

(の期問死亡割合DX

0.0

9

2.2

0

2.4 2.39 2.38

0.0

1986年1980 1981 1982 1983 1984 1985

9

2.2

"▲

W翻翻

0.0

8

1986年1980 1981 1982 1983 1984 1985

10

3.3

6.フ
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DXは年次別仮設コーホートの死亡率。 QXにより年次別に算出。
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表3 B

U)コーホート死亡割合dx

最高死亡年齢が1歳上昇した
場合のコーホート死亡率と年
次別死亡率

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用

年齢 1983 1984 19部 1986年1980 1981 1982

,咲瓢咲ゞ蹄

311嘉1^ 3 3 3

222 2

t2

卯2

(2)ニーホート生存割合IX

10

2.2

年齢

10

生じる場合の例である。コーホート年

齢別死亡率4 が 1,3,4,2 (×10、リ

から、 1981年コーホートから 0,3,3,

4 (同)と変化したものとする。つま

り平均死亡年齢は2.2から2.6歳まで

0.4歳上昇した。

この場合、合計死亡率t2 は表に示

すように1.0以下となる。各年次にお

ける平均死亡年齢抗1の年次変化"11'

は、合計死亡率t2 の余数となってい

ることが確認できる(式侶))。たとえ

ば、 1981年の"11'は2.3-2.2=0.1で、

①コーホート4の合計t2=9 (X

10、り。なお、この間の"11'を合計す

ると、 0.4になり、コーホートの平均

死亡年齢の2.2歳から2.6歳の上昇に対

応している。これは、この問のt2 の

1からの差を合計した、 0.4と一致し

ている(式(9》。

4 による平均死亡年齢抗2 は、コー

ホートの過去の死亡率を反映している

が、より強くその年次の死亡率によっ

て影響を受けている。このため、コー

ホートの平均寿命の2.2歳から2.6歳に

上昇にもかかわらず、 AやBのように、

2.2
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みづけで平均化するからである。
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④の期間生命表においては、 D"の合計は1.0となってテンポ変化はまったく

影響していない。これは、最大年齢の仏が1であることにより、年次別の仮

設コーホートにおいても全員の死亡が発生するしくみが保証されているからで

ある。以上のように、仏によって作られた期間生命表には問題がない。テン

ポの変化は年次において単にコーホート死亡率の変化の中間的な状態をもたら

しているだけである。

表3、 Bは最高年齢延長モデル、つまりコーホートの最高死亡年齢が上昇し

て平均寿命の延長が起こる場合である。このときは、問題が起こる。これを例

示したのが表3のBの場合である。にの場合、死亡率が1歳移動するような

平行移動でもよいが、まったく同じであるので、より一般的な場合を示す。)

このとき1984年の合計死亡率t3 は8.9で10 (×10、りに達していない。これは

最高年齢の移動によって仏= 1がこの年次には存在しないからである。この

1の空白の生じるとき、過小死亡で、全員死亡しない生命表と^

q"

なり平均寿命は計算できない。あえて死亡者のみについて平均死亡年齢抗3を

計算するなら、これは2.38歳へと一時的縮小が起こっている。死なない人を除

いて平均をとれぱ短命になるからである。このような平均寿命は意味がないで

あろう。逆に、コーホート問で平均死亡年齢1歳以上の縮小が現れるとき、年

次別に仏= 1が最終年齢以外の年齢でも現れる(超過死亡)。このように、最

高死亡年齢が変化する現象が起こるなら、期間生命表は作れなくなる。

では、現実の生命表では、コーホート死亡率の低下は、上記AとBのどちら

が当てはまるのであろうか。死亡率低下、平均寿命延長が起こるとき、 Bのよ

うに仏= 1の空白が生じるのだろうか。現実の生命表の仏を観察すると、 85

歳ぐらいから0.3-0.4程度になる。100歳以上の生存者は常に存在する。した

がって、 85歳から20歳程度は生存する。すると、仏が0.3-0.4のように大き

な値の場合、 20歳の間の死亡率即仏=1- a一仏ソ゜はつぎの値になる。仏

0.3のとき、部"=0.99920、.=0.4のとき、帥.=0.99996。したがって、 仏q.20qx 20qx

0.3-0.4でその後の年齢幅が20歳程度あれぱ、生存率部n は 1/1000以下であ

り、最高年齢で仏= 1でなくても、事実上、仏= 1が存在するのと同じであ

廣嶋清 τ1ゞ
」1:ι、

=
=

こ、
つよ



るといえる。たしかに、日本の生命表の作成方法を見ると、100歳程度以上の

死亡率は、直接計算されておらず(厚生労働省2002)、現実の死亡率がどのよ

うであるかは検討しなければならないが、仏がある年齢以上では0.3程度以上

であることが確実である以上、テンポ効果を考える際、通常、最高年齢が延長

するか縮小するかどうか、つまりそれによって仏= 1が出現しないかどうか

はまったく問題とならないといえる8。つまり、現実にはAが当てはまり、 B

は現実的でない。

しかし、もし、コーホートの最高死亡年齢が20歳ほど大幅に変化するとする

なら、そのとき、 Bのように、期間生命表には問題が起こりうる。終戦末期

194,45年など異常に死亡率の高い時期などである。このとき過剰死亡となり、

平均寿命は計算できないかもしれない。このように死亡最高年齢が大幅に変化

するような極めて稀な場合以外、死亡のテンポ変化は期間生命表の平均寿命に

問題をひき起こすことはないといってよい。

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用

4 コーホート生命表による実証

日本のコーホート生命表が年次別生命表をもとにして作成されてぃる

(Nonjo and Yoshina部,2004)9。コーホート生命表からt一χ年生れコーホート

のt年における"歳の生存割合1(",1)、死亡割合d住,t)を抜き出し、年次別に再

構成し、これをもとに、 2節、 3節で述べた平均死亡年齢U1 ⑦、 U2 ω、

U3 ω、合計死亡率72 ωを年次別に計算することができる。コーホート生

命表は1906年から2000年の年次別生命表に基づき、 1816年コーホート(75-90

歳)から1986年コーホート(0 -14歳)まで作成されており、これによって、

再び1906年から2000年についてのコーホート生命表にする。たとえば、 1816年

出生コーホートの90歳を1906年の90歳とし、 1817年出生コーホートの89歳を

1906年の89歳とする、・ーというふうに1906年生れの 0歳まで続けて、 1906年に

おける 0から90歳のコーホート生命表関数を集める。このようにして、1906年

から2000年までの年次についてコーホート生命表関数を計算する。年齢は各年

13



N

次について0 -99歳が必要であるが、 1895年コーホート(1985年時点)以前の

91歳から99歳は計算されておらず、また1987年以後の0 -13歳は印刷されてい

ないので、その1(χ,t)、 d(χ,t)は直線補外によって補った。

図2 では、 t-"年生れコーホートのt年におけるχ歳の生存割合1(χ,t)を年次

別に年齢別の線で示す。生存割合が年次とともに上昇してきた過程を見ること

ができる。1945、 46年出生コーホートがその前後に生れたコーホートに比べて

各年各歳において生存割合が少ないことがわかる。図3は、いくつかの年次に

ついて死亡割合d(χ,t)を示す。この曲線の下の面積が合計死亡率r1である。

合計死亡率の値は図4に示すように平均死亡年齢U1ωの変化率の余数、]

゛

廣嶋清 づゴ
'D、

dU1ωじ一孜してぃる。 たとえば、 1999年において合計死亡率は男0.559、
dt

女0.473で、 U1 ωの変化率0.436 (67.496一釘.932年)、および0.523 (72.353

ーフ2.釘6年)の余数とほぼ一致する。合計死亡率は、年次別に見て長期的には

0.89-0.93前後から0.39-0."まで低下したが、 1980年ごろを底として再びし

だいに上昇しており、死亡率改善が緩やかになっているといえる。1930年ごろ

まで男の合計死亡率が小さく、死亡率改善が大きかったが、以後は逆転してい

る。 1945年には合計死亡率は男2.0、女1.3で 1 を超え、出生に対して超過死亡

dU1 ①
は負の値で、男一1.012、女一であることが確認できる。このとき、

統

0.306である(男は1946年も一0.021)。以上のように、合計死亡率において死

亡のテンポ効果が確かに現れていることを確認できる。

3つの平均死亡年齢を年次別に示したのが、図5である。この間に死亡率低

下を反映して上昇し、ほとんどの時期にU3 ω> U2 ⑦> U1ωであるこ

とが確認できるが、 1945年の男については、逆にU2(t)く U1 ωとなって

いる。 U3 ⑦は1945年前後に計算されていないが、当然U2 ⑦より小さい

はずである。したがって、これらの平均死亡年齢の関係にも死亡のテンポ効果

が現れているといえる。
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5 まとめ

ある時点のある動態事象に関する合計率をその時点の動態に関する生命表関

数によって表すという合計率定理を見出し、これを死亡に適用し、死亡のテン

ポ変化の効果が合計死亡率の大きさとして現れることを明らかにした。この定

理はBon部紅ts and Feeney (2003)のような特殊な仮定を必要とせず、常に成

り立つ普遍性のあるものである。死亡のテンポ変化はある時点におけるコーホー

トの生存割合にもとづく平均死亡年齢U1ωの時間微分として計られ、これ

と合計死亡率は補数をなす。日本における合計死亡率は2000年に男0.538、女

0.457で、死亡率改善の持続により、死亡が出生の約半分に相当する水準であ

ることを示している。

最高死亡年齢の大幅な変動は平均寿命を計算不能にすることをシミュレーショ

ンによって明らかにしたが、現代の実際の死亡率からみて、まず起こることが

ないと考えられる。

以上のように、現代の先進国の平均寿命が過大推定であるという主張には根

拠がない。また、合計率定理は、初婚や出生などに適用することにより、新た

な分析の可能性を開いた。

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用 17
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[付論 1]三増加の定理(MCKe"d"ck・如" F6円t創方程式)の証明

この関係式をkthur and vaupel (1984)はthe 丘lndamenta110calidentiW と

呼んでいる。その証明は、 Be"nett and Horiuchi (1981), PNston and coalo
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(1982), A,血Ⅲ如d vaupel(1984)によって与えられているが、ここでは、こ

の式が任意の期間を隔てた年齢別人口について成り立っている普遍的な関係を

無限小期間について示したものであることに注意を向けるための証明を示して

おく。

いま、時点0、年齢χの人口Ⅳ(χ,0)を考える。これは期間t後に、 N住十U)

となる(コーホート変化)。また、時点0 からt における同じ年齢χの人口

N(χ,t)との増減を考えることができる(年齢別人口増加)。さらに、時点t に

おける年齢"の人口Ⅳ(χ,t)とχ十t歳の人口N(χ+t,t)の大きさの対比を若年齢人

ロへの置換えと考えることができる(年齢別置換え)。これはたとえば、 1990

年0-4歳人口を考えた場合、①1995年5 -9歳人口へのコーホート変化、②

1990-95年における 0 -4歳人口の増加、③1995年における 5 -9歳人口の0

4歳人口による年齢置換え増加である。

なお、年齢置き換え増加については、逆方向に、仮設コーホート内でのコー

ホート変化と解釈することもできるが、この方向の方が、たとえば1990-95年

における全人口の変化はコーホート変化と年齢置き換え増加に分けることがで

き、年齢置き換え増加は出生による増加に対応していて、便利である。

年齢別増加

廣嶋清 τ1ゴ
.0、

N住,0) N(χ,i)

コーホート t年齢別置換え変化
N(χ十U)

このとき、コーホート変化率をC、平均コーホート増加率をC、年齢別人口

増加倍率をR、年平均増加率をr、年齢置き換え倍率を冱、平均年齢置換え増加

率をaとすると、 R=C冱であり、,=C十αであることは、以下のように容易に分

かる。

コーホート増加倍率は、 C=N(χ十1,t)/Ⅳ住,0)、 t時点における年齢χ歳人口

の年齢置換え増加倍率は且=N住,1)/N(χ十U)

したがって、年齢χ歳人口のt年間の増加倍率、 R=N(χ,t)/N住,0)は以下の

ように表される。



N(χ,0 ) N(χ十tJ)N(χ,0 )

=C冱

e,1 -ed . e01 -e(Cι+01)したがって、また

つまり、 rt=ct十αi

年齢別平均人口増加率は,=0+0

ただし、,=(10gR)/t,0=(10gc)ル"=(10部)/t である。

R

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用

N(χ,1) N住十U)

上記の例を使うと、この関係は、以下のように言える。

「0 -4歳人口が1990-95年において増加率rで5年間増加したのは、 1990年

0 -4歳人口が1995年5 -9歳人口に増加率Cで5年間コーホート変化し、 こ

れはまた、増加率αで1995年0 -4歳人口に置き換えられたものである。」

さて、この関係は、t をどのような大きさにとっても成り立つから、これを

無限小にとることもできる。そこで、あらためて時点tと時点t十dtとの間の人

口N住,t)の変化をみる。ただし、 dt=砥.このとき、 3 つの人口、 N住,t)、

N住,1+dt)、 N住+ム,t十dt)についても、まったく同様な関係が成り立つから、

当然、このときの 3 つの増加率、バχ,t)、 0住,1)、 0住,t)について,(工1)

C(χ,1)十α(χ,t)となる。

年齢別増加

N(χ,1)

N(χ,t)

3 N(χ,t)

19

N住,t) N住,t十dt)

コーホート↑年齢別置換え変化
N住+ム,1+dt)

このとき、

N住,t+dt)

N(χ,t)

したがって、

a logN(χ,t)
,住,t)

e'"・')'

at

であるので、 HX,t)dt=10gN住,t+dt)-10gN住,t)=dlogN(χ,t)

at
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同様に、

0住,t)

と書ける。

したがって、,(χ,t)一α(χ,t)= 0住,t)

I aⅣ住,t) 1 aN(χ,t)_

N(χ,t)N(χ,t) axat

aN(χ,t) a
あるいは、

a logN(χ,t)
ax

廣嶋清

N(χ,t)

τ」ゴ
'0、

この式は、マッケンドリックーフォン・フェルスターMCKendrick、von

F6rster方程式と呼ばれるもので(稲葉2002, P.23)、どのような年齢(期間)別

人口についても常に成り立つ関係式である。なお、これを使った方法は

Vodable゛ methodと呼ばれ(H0血ohi 釦d P鵜Ston,1988)、年齢別増加率,が新

しい概念として認識されているが、たとえば高齢人口の増加率などで使われて

きたこともあり、むしろ0(XJ)の方が新しい概念であり、国際的に名称も十分

定まっていない。 preston and coale (1982)は逆符号にしてこれをthe relative

Cha11ge in number as age 血CreaseS とそのまま言己述しているが、 Arthur and

Vaupel(1984)は、本稿と同様の符号にしてtho age intesiWと呼んでいる。

a N(χ,t)

ax
("住,t)の定義から、符号はマイナス)

を書き換えると、

0 (χ,t)

N住,t)

[付論2]合計率の定理:初婚、出生などへの適用

死亡など不可避事象(必然事象)では、必ずコーホートの全員力珠丕験するの

でコーホートの未経験者割合は八ω、t)= 0 であるが、結婚など可避事象

(非必然事象)の場合は、そうではないので、 U]ω, U3 ωの算出のために

はそれぞれ事象経.験者の割合、

r1 ←)= rl (t一ω)= 1 -1 (ω,t),^

r3 ⑦ ■一飢'-j 心,bム]

(A2-4)

(A2-6)

)(
)

χata



で割る必要がある。ただし、.=t一ωとする。すなわち、

U1 ω=j'1(χ,t)ム/{ 1 -1(ω,t)}

*j。0ゆ[-j。ル,'一汁ω司厶川ール,b} (A2-1)

船(')*j 叩[-j 40,')司'b一即(-j 加,姑)]・・・(此一釣

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用
゛

したがって、(A2 -1)を⑦に代入すると、合計率(合計動態率)の定理

はつぎのようになる。

r2 ω=j;d(χ,t)ム= 1 -1(ω,t)ー^[{1 -1(ω,1)}UI (t)]

なお、ωは最高年齢でなく任意の年齢でよい。(また、 A2 -1からA2 -8

まで、積分の下限も0歳でなく任意の年齢とすることが可能である。)

このように可避事象における合計率の分解は不可避事象より複雑となる。最

21

0 とすると、

高年齢における未経験者割合1(ω,t)とその変化率一ーーー」が加わるからであ

り、いうまでもなく、(A2

いたものが、⑧である。また、

72 ω=j"d(χ,t)ム= 1 -1(ω,t)=r.(t一ω),

すなわち、時点tにおいて1(χ,t)で計ったテンポと量が変化しなければ、時

点tの合計率r2 ωはt一ω時点生まれのコーホートの生涯における事象発生

密度の合計rl(t一ω)に一致する。ただし、t一ω時点からt時点までの動態

8 )において、 1(ω,t)= 0 、

dl(ω,1) dU1 ω
0 、

dtdt

0 とお

2 -8

dl(ω,t)

仇

)
1

11
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率が一定でなけれぱ、この条件は満たされないから、実際に成立することは稀

である。

(A2-8)式によって、合計動態率の中のテンポ効果(動態率のテンポが

変化したことによる合計動態率の変化)の大きさを明らかにしよう。平均動態

年齢の時間微分duli とコーホート到達率の時間微分一ー'e'ーにっいて、そ
dt dt

廣嶋清

れぞれ実際値または0の2つを割り当てたときの右辺の値をν,、 MO、ν0ハν00と

する。Ⅷとは、そのどちらも 0 とした場合の合計動態率で、(A2 -8)式に

より TI(t一ω)=]-1(ω,t)になる。 M.は現実の合計動態率r2 (1)である。

7七
'0、

するとテンポ効果rは

フ= W,一北.)/2 +(M。一北。)/2

で、量(クォンタム変化による)効果はΩ= W,-M。)/2 + W"一北0)/2 で

ある。テンポ効果を合計動態率から引けばテンポ効果を除去した合計動態率と

いうことになる。言い換えると、

r2 (t)-TI(t一ω)=",一北0=r十C

この定理を初婚に適用すると、静態初婚年齢、 SMAM, singulate mean at

はり正確にはSMAM (50,t))はコーホート未婚残存割合1(",t)に基nlanlage

づく平均初婚年齢U1 ⑦にあたり、年齢別初婚率はd(χ,t)であり、その合計

が合計初婚率TFMRにあたる。したがって、つぎの関係が得られる。

TFMR⑦= U-1(50,t)}

SMAMが計算できるとき、この式によりTFMRが計算できる可能性がある。

これは一種の静態による動態の推計である。なお、合計初婚率は年齢別人口で

標準化したときの初婚数を表し、出生数に対する結婚の寄与の大きさを示すと

見ることができる。

(A2

←一>ーー

9)

(A 2 -10)



出生にこの定理を適用しよう。t時点のχ歳における第i出生の年齢別出生率

は、コーホートの出生力表(出生率にっいての生命表)のt一χ時点生れのコー

ホートの年齢別出生割合4(χ,t)に相当する。 Mωをt時点におけるt一χ時点

生れコーホートの第i出生の出生未経験者割合1,住,t)による第i出生の平均出生

年齢とする。すなわち、

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用

UI'ω=1;1'(χ,t)ム/{ 1 -1,(ω,t)}

すると、合計動態率定理により、

C",'ー.、,'ー・ー>一卿,ーー
一方、年齢別出生率d(χ,t)はパリティ(出生順)i別出生率によって表すと、

"を最大子ども数として、

d(χ,t)=Σ 4 (χ,t)

合計出生率TFR,totalfe丘iliW 松teは、これをt時点において年齢について積

分したものであるので、したがって、合計出生率は以下のように表される。

"
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TFRω= j'4住,t)ム

このようにTFRはパリティ別年齢別出生未経験者割合に基づく平均出生年齢

の時間微分などによって表され、(A2 -9)式を用いて定量的に分解するこ

とができる。つまり、過去の合計出生率は過去のコーホート出生率指標によっ

て分解できるのであり、この場合、コーホートの出生力の将来値はまったく不

要である。ただし、この分解式によってTFRからテンポ効果を除いたものは、t

時点の真の出生力を表しているわけではない。それはt時点の出生力forceof

[・'・四一)ー・'ヨ・・・叩⑬

(A 2 -12)

・
Σ
一
・
Σ
一
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fe血HWを基にした73 ωによらなけれぱならない。 TFRは年齢別人口で標準

化した出生数であり、過去の出生率がそこに含まれることにより出生数に直結

している。なお、 A2 -13式をさらに年齢別に分けることもできる。

注

1)ここでいうコーホート生命表とは、死亡だけでなく、あらゆる動態事象についてコーホー

ト生命表形式で表した動態率表を指している。以下でもそういう使い方をするところがあ
る。

2)コーホートについて同様に3つの平均年齢を計算できるが、生命表の理論で周知のよう

に、みな同一のものである。

3)出生率に関して通常使われる平均年齢は、この出生率d(χ,t)(付論(A2 -12)式参照)
に基づく平均出生年齢、 U2 ωである。それは各年に発生する出生数をより直接的に決

める出生率d(χ,t)に対して我々が出生力μ,(χ,1)(force of fedility by padw)よりも強い
関心を持っているからである。この出生率d(χ,t)は当然過去の出生率の影響を含んでいる。

各出生順位別出生未経験者割合1,(χ,t)がd(χ,1)に含まれているからである。
テンポ効果を除去した死亡率の平均年齢はU2 ωであるというB如g御tsa11dFeeney

(2003)の奇妙な主張は、出生率についての平均年齢としてU2 ωが使われているとい

う現状の影響を受けているようだ。そこには、 U2 ωの本質についての不十分な理解が

ある。さらに一般的に、出生についての生命表(出生力表)およびそれに基づくU3 ω

やr3ωの必要性が十分認識されておらず、計算もめったに行なわれていないという憂

うべき人口学の現状から、このような基礎的な誤りが生じているものと考えられる。なお、

Bong肌巾 and Feeney (2003)は注5で述べる仮定が成り立っとき、 U2 ω=U1 ωとな
るとしている。

4)死亡率の変化は、量変化(一人あたりの死亡回数の変化)はありえないので、すべてテ

ンポ変化である。

5)実際の計算では微分しないので、微分可能の仮定も実際には不要である。 B伽g御tS 飢d

Feeney、 2003の類似の関係式は、コーホートの死亡率、 d(χ,b およびμ(χ,t)が、各時点
において年齢問で比例的に変化することを仮定している。

6)筆者は、ある年次についての合計死亡率(コーホート生命表の死亡率4の合計)が、死

亡率低下のもとでは、 1 より小であるはずであることを指摘した(廣嶋、 2000、 P.33)。

また、生命表の4の合計で「合計動態率」を定義し、これをその動態事象の他の生命表関
数と関係付けることによって動態率のテンポ効果を計ろうというアイディア(「シフト係

数」)は以前に発表したことがある(廣嶋、 1991)。

フ)第1子についての合計出生率や合計初婚率を計算したとき、実際に 1を超える場合があ

るのと同じである。

8) B0昭肌ホ a11d Feeney (2003)は、死亡率のテンポ効果として死力の上下とともに死亡
最高年齢の移動Shi介を想定しており、このSh途はシミュレーションBの場合に相当する。

本文で述べたように、死亡のテンポ効果としてこのようなShi介を考えることは非現実的で

ある。

9)このコーホート生命表のもととなる年次別生命表の1925年以前については、官製の完全

廣嶋清 TL
JO、



生命表ではなく、水島改作簡略生命表に基づいている。初期の官製完全生命表について必

ずしも信頼性は低くないと筆者は考えている(廣嶋、1994)が、このコーホート生命表を

そのまま利用する。

平均寿命は過大か?合計率定理の死亡への適用
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